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３ 入札書の提出場所等
 入札に参加しようとする者は、下記３に
おいて事前に入札説明書を入手の上、上記２
に示す必要書類（以下「資料」という。）を
別途指定する日までに下記３の場所に提出
すること。提出された資料を確認の上、資格
を認められたもので上記２、及びに該
当する者に限り入札の対象とする。なお、提
出された資料について説明を求められたとき
は、入札に参加しようとする者の負担におい
て応じなければならない。
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2610025 千葉県千葉市美浜区浜田一丁
目２番２号 独立行政法人石油天然ガス・金
属鉱物資源機構 石油天然ガス開発技術本部
管理・研修部 管理課 電話0432764300
 入札説明書の交付方法 下記の入札説明
会にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和３年11月
25日10時30分 上記の場所に同じ。入札説
明会会場への来場が困難であるが当該説明会
への参加を希望する者は、ビデオ会議システ
ム（Cisco Webex）を用いての参加を可とす
る。
 一般競争入札参加申請書の提出期限 令和
３年12月21日15時00分
 入札及び開札の日時及び場所 令和４年１
月６日10時30分 上記の場所に同じ。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争に参加す
る資格を有しない者がした入札及び入札の条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 当機構が上記３の提
出書類に基づき本公告に示した物品の販売が
可能であると判断した者であって、予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Contracting entity : EBATO Toshikazu

Executive Vice President, Japan Oil, Gas

and Metals National Corporation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Exhaust ventilation system for

rock cleaning equipment

 Delivery period : 31 March 2022

 Delivery place : Technology Research

Center, Japan Oil, Gas and Metals National

Corporation, 122 Hamada, Mihama‑ku,
Chiba‑City 2610025 Japan
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 3 of the Japan

Oil, Gas and Metals National Corpora‑

tions regulation.

 have Grade A or B on the category of

sale of product in tenders laid down by

Single Qualification for every ministry

and agency (in fiscal year 20192021).
 not subject to administrative penalty of

suspension of nomination and the like ac‑

cording to the agreement or stop of subsi‑

dies from government agencies or coun‑

try.

 submit  application form for general
competitive bidding,  a certificate of

specifications,  a layout drawing of the
laboratory and piping, and  a supply

system list for after‑sales service and

maintenance.

 Time limit for tender explanation docu‑

ment distribution : 25 November 2021 at

Technology Research Center, Japan Oil,

Gas and Metals National Corporation, 1
22 Hamada, Mihama‑ku, Chiba‑City

2610025 Japan.
 Time‑limit and place of tender : 6 Janu‑

ary 2022, 10 : 30 (JST) at the same place of

tender explanation document distribution.

 Contact point for the notice : Administra‑

tion Division, Technology Research Center,

Japan Oil, Gas and Metals National Corpo‑

ration, 122 Hamada, Mihama‑ku, Chi‑
ba‑City 2610025 Japan TEL 043276
4300

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年 11 月 10 日
独立行政法人都市再生機構西日本支社

支社長 田中 伸和
◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 58
 調達件名及び数量 書類等の集配に関する
業務 西日本支社（令和４～６年度） 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 令和４年４月１日（金）から令
和７年３月31日（月）まで。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。
なお、落札者は、落札決定後２営業日以内
に入札金額の「内訳明細書」（様式任意）を提
出するものとし、当該内訳明細書の提出に当
たっては、総額が入札金額以下であることと
する。

３ 入札手続き及びリバースオークションについ
て 本件は、ディーコープ株式会社が提供する
リバースオークションサービスを使用して実施
する。リバースオークション及び入札書の扱い
については、独立行政法人都市再生機構のホー
ムページを参照すること。
https://www.ur-net.go.jp/order/
aratanatorikumi.html

２ 競争参加資格
 独立行政法人都市再生機構会計実施細則第
331条及び第332条の規定に該当する者でない
こと。
 令和３・４年度独立行政法人都市再生機構
西日本地区物品購入等の契約に係る競争参加
資格審査において、「役務提供」の資格を有す
ると認定された者であること。

なお、競争参加資格の認定を有しない場合
は、令和３年12月６日（月）17時00分までに
競争参加資格審査の申請を行い、開札日まで
に競争参加資格の認定を受ける必要がある。
※「全省庁統一資格」は当機構の競争参加資
格とは何ら関係がないため、注意されたい。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 競争参加資格確認申請書等の受領期限の日
から開札の時までの期間に、当機構から本件
業務の実施場所を含む区域を措置対象区域と
する指名停止を受けている者でないこと。
 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配
する者又はこれに準ずる者でないこと。
 過去３年間に、１件の契約において本件と
同等以上の複数の事務所を一定ルートで書類
等の集配をする業務に関して、12ヶ月以上継
続して履行した実績があることを「書類等集
配実績報告書（様式２）」により証明し、当機
構で認めた者であること。
 当該業務に関し、執行体制が整備されてい
るとともに、当機構で定めた時間に書類等の
集配が行えることを証明し、当機構で認めた
者であること。
 民間事業者による信書の送達に関する法律
（平成14年法律第99号）第29条に規定する特
定信書便役務に係る総務大臣の許認可を受け
た者であること。
 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83
号）に定める一般貨物自動車運送事業に係る
国土交通大臣の許可を有すること。もしくは、
貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）
第36条に定める貨物軽自動車運送事業の届け
出をしていること。
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